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（公社）国際経済労働研究所は、1955 年以来
ほぼ毎年、共同調査を実施しており、2022 年
現在で 54 回を数える。その中でも、組織への
参加関与意識と働きがいをテーマとする第 30
回 共 同 調 査「ON・I・ON2」（ 以 下「ON・I・
ON2」）は、1990 年の開始以来、わが国の代表
的労働組合を中心に 420 組合・参加組織人員数
240 万人を超える規模となった。この「ON・I・
ON2」は研究所では傍流の「社会心理研究事業
部」から社会構成主義の立場で発信された。当
時広く行われていた組合員を対象にした意識調
査の実態は、組合員「満足」度調査であり、執
行部が組合員「満足」という概念を組合員に投
げかけるものになっていた。そのままでは、い
ずれ組合員は「高い組合費」に見合う「サービ
ス」を要求する「お客様」として社会的に構成
されていくことになる。本来、組合員は「お客
様」ではなく組織の「成員（メンバー）」であ
る。執行部は「御用聞き」をして「サービス」
する機関ではない。したがって、顧客満足（CS）
的発想で組合員の意識を把握しようとすると、
労働組合としての理念は失われ、その活動は、
もはや「運動」ではなくなる。こういったコン
セプトのもと、観測すべき指標として組合員「満
足」ではなく組合への「関与」を提唱した。今
なら「エンゲイジメント」である。多くの労働
組合がこのコンセプトに賛同し、労働調査運動

としての「ON・I・ON2」に参画し、参加関与
型の組織として運動そのものを再生させようと
するようになってきたのである。

もちろん、これまで 54 回を数える共同調査
の多くは、長くても数年の期間に調査を終え、
その成果を報告書にまとめて終了している。

「ON・I・ON2」も、その仮説を実証するため、
あくまでも共同研究用に設計された調査であ
り、組合員の意識を総合的に調査するものでも
定点観測用に設計されたものでもなかった。と
ころが、研究対象であった「組合員満足度」を
問う意識調査を実施していたＯＮＩＯＮ研究会
のメンバーでもあった大手労働組合がコンセプ
トに賛同し、この調査フォーマットを導入して
経年で実施するようになった。それが他の労働
組合にも拡がり、共同調査として異例ともいえ
る長期間継続し今に至っている。

組合員はお客様ではなくメンバーである。
会社も従業員に関与（エンゲイジメント）を
求めなければならなくなってきた。近年、経
営の視点も従業員満足（ES）から従業員関
与（エンゲイジメント）へと移行しているが、

「ON･I･ON2」では当初から、従業員としての
組合員の会社への関与を測定し、それが「働き
がい」の最大の規定因であることを確認してき
た。エンゲイジメントは顧客にも適用される概
念であり、「神様」であったはずの顧客にも関
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2. 組合関与、会社関与、および社会関与

与（エンゲイジメント）が問われるようになっ
てきた。まさに「満足」ではなく「関与」とい
う流れは労働組合にとどまらない。このように

「ON・I・ON2」は、30 年たった今の時代にあ
ってもその重要性はむしろ増している。

そういった動きと相まって、「ON・I・ON2」
の中では、社会や地域の一員であるという自覚
を持ち、責任ある行動を果たしていくという
社会関与についても測定している。もちろん、

「ON・I・ON2」当初の設計段階で、その概念
は十分考慮されていなかったので、広く社会や
地域に対する一般関与で操作的に定義してい
る。これら社会関与や会社関与といった指標は、
内発的なモティベーションと外発的なモティベ
ーションのバランス指標に加味されることによ
って、将来の企業業績との関係がさらに高くな
ることも確認されている。

このことは労働組合からの重要な経営提言の
方向性を示すものである。組合員の社会への関
与意識が、従業員としての会社業績への貢献に
かかわる。わかりやすく表現するならば、「世
の中に広く関心を持ち」「世のため人のため」
なる使命感や志を持って働く従業員が多い会社
が結局は成果を上げ、業績もいいということで
ある。

最近の「ON・I・ON2」の分析視点のひとつ
に社会関与と組合関与、会社関与の関係があ
る。多くの企業理念に、まさしく「世のため人
のため」といった社会関与ともいうべき内容が
据えられている。企業理念からして多くの経営
者は会社関与と社会関与が相関するような関係
を志向していると考えられる。逆に、低迷して
いる組合への関与は、さほど重視されるべきも
のではない、と考えられているであろう。けれ
ども、会社関与よりも組合関与の方が社会関与
との相関は高い（社会関与との相関は、会社関
与（r=.217）＜組合関与（r=.360））。どの労働
組合のデータにおいても確認される。数百の組
合の内、数例の例外しかない。考えてみれば当
然のことで、労働組合など関わらずに会社の仕

事に専念した方が会社の成績は上がる。すなわ
ち、会社において利己的な従業員ほど組合には
積極的に関与しない確率が高くなる。現在では
わずかになってしまった組合に積極的に関与す
る組合員はある意味「お人好し」である。けれ
どもこの「お人好し」がいいのである。「個人
的短期的」には損なこと、「一人で解決できない」
ことをみんなで解決する「社会的長期的」には
意味のあることを「つい担ってしまう」「お人
好し」。労働組合は職場内外の問題解決を自ら
担うための運動体に他ならず、企業別労働組合
は社内ボランティア組織なのである。自ら関与
するのが本来であり、逆に、組合に関与しない
利己的な組合員たちの実態は、職場内外の問題
解決を「経営者の責任」「執行部の仕事」とい
う形で人任せにしているといえる。そのことが
上記の相関係数という形で表れている。社会関
与の高い従業員の組合関与が高いという相関な
のであり、組合への積極的関与は社会関与のバ
ロメーターとなっている。

しかも、それが会社の業績を左右する。わが
国の労働組合が「ビジネスユニオニズム」とい
う位置づけにある（新川 2012）ことを踏まえ
ても、もう少し社会的な運動を志向し、労働組
合の使命として取り組んでいく必要性を示すも
のであろう。わが国における「失われた 30 年」
の間、世界は市場原理主義によって市場という

「売り買い」「損得」の世界を肥大化させ、社会
の隅々まで行き渡らせようとした。「原理主義」
による行き過ぎゆえに、リーマンショック後、
バランスを回復しようという動きがまさに「ソ
ーシャルビジネス」や「ソーシャルマーケティ
ング」であり「満足」ではなく「エンゲイジメ
ント（関与）」なのであろう。
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私たちは、ワーク・モティベーションと企業
業績および企業文化との関係について報告して
きた（八木・山下 2009）。リーマンショック前
後の変化についても報告してきた（八木・山下
2016）。今回の特集はコロナ前後の報告である。
詳細は、本編での報告に譲るが、現在のワーク・
モティベーションを取り巻く状況について述べ
ておきたい。

最近、エンゲイジメントサーベイがとても流
行っている。共同調査参加労働組合のある会社
でも導入するところが多くなっている。それま
で各社は「従業員満足」調査やモラールサーベ
イをやっていた。もともとモラールサーベイは
兵士の「やる気」を測るために開発されたもの
が産業転用されたものだった。そもそも「満足」
度ではパフォーマンスを説明しない。会社に

「満足」させてもらう受動的な従業員にしてし
まう。ということで、登場してきたのがエンゲ
イジメントである。まさに労働組合を対象にし
た「ON・I・ON2」と同じ、その会社版ともい
うべき展開である。そういった意味でコンセプ
トとしては正しいが、所詮、質問紙調査である。

3. 「ワーク・モティベーションと企業業績」のその後 と ＯＮ・Ｉ・ＯＮ２の今

エンゲイジメントを「貢献意欲」と訳すとこれ
も「やる気」。私たちが「ON・I・ON2」の中
でモティベーションのプロセス指標を提案した
のは「やる気」を自己報告の形で測定しても意
味がないからである。しかもエンゲイジメント
サーベイが流行っているのは ESG 投資という
形で、従業員の得点が会社の評価になるように
なったからであり、KPI や管理職の成績となり
始めている。こうなると、自己報告測度はます
ます意味がなくなる。回答者はいくらでも回答
をコントロールできるからである。ならば、貢
献意欲ではなく、貢献行動に至るプロセス指標
が必要ということで、その開発にも着手したと
ころである。この報告も別の機会に譲りたいが、
後の山下論文はそこにつながる。

いずれにしても、組合関与の長期低落傾向は、
本共同調査に参加している組合においても止ま
らなかったが、近年ようやく関与を上げる組合
が出てきた。そして、研究所も社会構成主義の
観点から、SR（ソーシャル・リアリティ）を
再構築するというプログラムの開発に取り組む
ようになってきたのである。
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